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1．はじめに

平成 19 年に制定された地理空間情報活用推進
基本法１）（以下、基本法とする）により、地図情
報を電子化し、多種多様な分野への利活用が求め
られるようになった。この動きに平行して国土地
理院では、公共測量に準用する「作業規程の準則
２）」（以下、作業規程とする）の全面改正を平成 20
年に実施し、地理空間情報の共通利用のために定
められた地理情報標準プロファイル３）（以下、
JPGISとする）を導入し、データ形式に地理空間
データの記述性能に優れた XML形式や多くの地
理情報システム（以下、GISとする）が対応して
いる事実上の標準形式にて測量成果を整備する
ことが可能となった。これ以前では、公共測量に
より作成される数値地形図は、国土地理院が定め
た数値地形図データファイル仕様（以下、DMと
する）を標準データ形式として整備されてきた。
DMは、位置情報が主なデータ形式であることか
ら、GISにおいては背景図としての活用が進んだ
一方で、GIS本来の機能である主題属性の情報を
活用した空間分析等を行う場合には、利用者のニ
ーズに十分に応えることが困難であった。このよ
うな問題を解決した JPGISの公共測量への導入
は、そこで整備される測量成果の利活用におい
て、大きな貢献を果たしているといえる。しかし
ながら、JPGISは、従来の測量技術に加え本格的
な情報技術の知識が求められるため、導入当初は
JPGISに対する理解不足から、運用上少なから
ず問題があったものと思われる。そこで本稿で
は、筆者らの経験を踏まえ、数値地形図における
JPGISの導入・運用に係る課題とその解決策に
ついての考察を記す。

２．測量成果の利活用のあるべき姿

作業規程では、これまでの数値地形図の成果に
加えて JPGISに準拠した製品仕様書、メタデー
タの作成を求めている。製品仕様書は、数値地形
図データの目的、品質、データ仕様などが記載さ
れ、数値地形図データを作成する場面においては
どの程度の品質で、どのデータ形式で整備すべき
かを示すいわば設計図の役割と、数値地形図デー
タを再利用する場面では、製品仕様書を読むこと
で数値地形図がどのようなデータ構造で、どのよ
うなデータ形式であるかを知ることができる取
り扱い説明書の役割を果たす。メタデータは、デ
ータの概要を示すデータであり、これをクリアリ
ングハウスに登録することで、インターネット上
で、容易にデータの所在とその内容を調べること
が可能となる。具体的には、ある GIS利用の場面
において、利用者は、インターネット上のポータ
ルサイトから利用したいデータのキーワードを
入力するだけで該当するデータの所在一覧とそ
の概要を閲覧でき、そこに記されている品質やデ
ータ構造、あるいはデータ形式等を見ることで、
自身のシステムにおける利用可能性を判断でき
る。このような情報がすぐにわかることで、デー
タ整備に係る費用削減やシステム構築期間の短
縮を図ることにもつながり、より付加価値の高い
サービスの提供に資するものでもある。つまり、
公共測量の場面において JPGISを導入したこと
により、メタデータ、製品仕様書並びにそれに基
づいて作成されたデータが整備され、これらを一
緒に流通させることで、データの利活用がより一
層促進されることになり、基本法の理念の実現に
大きく貢献しているといえる。
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合があるため、定期的に JPGISに係る技術セミ
ナー等を実施することは、理解する機会としては
効果的である。さらに、担当技術者が JPGISに
関する正しい知識を習得し、実施できることを第
三者が認定する制度があることで、計画機関は認
定技術者が業務を担当することで、安心して委託
することができ、作業機関においても計画機関に
対して技術者の持つスキルを証明することが可
能となる。このような取り組みを、測量業界をあ
げて実施することで、JPGISに係る技術基盤、言
い換えれば、地理空間情報に係る技術基盤が整
備・普及し、GIS等での測量成果の利活用が促進
され、ひいては基本法の理念の実現を加速し、新
たな産業や市場の創造に貢献するものと期待す
る。

■参考資料

１）地理空間情報活用推進基本法（http://law.e-
gov.go.jp/htmldata/H19/H19HO063.html）

２）作業規程の準則（http://psgsv2.gsi.go.jp/
koukyou/jyunsoku/index.html）

３）地理情報標準プロファイル（http://www.gsi.
go.jp/GIS/jpgis-jpgidx.html）

３．JPGIS 運用の課題とその解決策

測量成果の整備において、JPGISの導入・運
用はデータの利活用を行う上で大変よい仕組み
を提供しているが、誤った運用を行うことで、逆
に測量成果の利活用を妨げることも考えられる。
JPGISは、従来の測量技術では使用されていな
い情報技術を基礎に構築されている技術体系で
あるため、国土地理院では、JPGISの導入直後の
運用支援として、ホームページで手本となる数値
地形図の製品仕様書を公開してきた。当初この製
品仕様書は、データ形式として XML形式を採用
していため、この製品仕様書をそのまま準用した
測量業務であれば、測量成果は DM ではなく
XML形式でなければならない。ところが、筆者
らが使用した製品仕様書とそれに基づく測量成
果の中には、製品仕様書では XML形式を求めて
いるのに対して、DMの測量成果であった場合が
少なくなかった。他には、データ形式として DM

を指定しているにもかかわらず XML形式のため
のタグ名一覧を提示しているもの、応用スキーマ
において本来指定すべきパッケージが示されて
いないものや時間属性要素を使用していないに
もかかわらず時間参照系を指定しているものな
ど、致命的ではないにしても情報が不足してい
た、あるいは、蛇足的な情報が記されていた製品
仕様書も散見された。後者の事例は測量成果の利
活用の場面において支障はないが、前者は状況に
よっては大きな問題になる可能性がある。
これらの問題の主な原因としては、測量技術者

の JPGISに対する理解不足があげられる。手本
となる製品仕様書の示す意味を十分に把握せず
に、これまでの測量作業と同様のスキームで作業
を行っていたのではないかと推測する。そこで、
この原因を解決するためには、測量技術者が作業
規程に記された JPGISに基づく成果を正しく作
成することが可能なように、JPGISを正しく理
解することができる機会が必要と考える。JPGIS
の内容も、基準となっている国際規格もしくは日
本工業規格の内容の更新によって変更される場


